
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

 (2) 職員給与費の状況（普通会計予算）

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　給与費は当初予算に計上された額である。

(3) 特記事項

平成17年2月13日合併（平成16年度）のため、合併前の数字については一部省略している。

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

    （注）１  ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の
　　　　　　給与水準を示す指数である。
　　　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を
　　　　　　単純平均したものである。
　　　　　３　平成１２年については、旧下関市の数字を記載。

6,690千円2,335,434千円

一人当たり給与費区分

　　　　　Ｂ／Ａ　　　

人 件 費 率人 件 費

　　　　　　Ｂ

実質収支

119,481,233千円 3,541,527千円 24,701,446千円

区　　分 歳 出 額

　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

　　　　　（16年度末）

下関市の給与・定員管理等について

15年度の人件費率

（参考）

4,337,983千円

職員数 給 与 費

　　　　　　Ａ 期末・勤勉手当 　　　　　計　　　　　Ｂ給　 料 職員手当

2,595 10,686,115千円

　　　　　　　　Ｂ／Ａ　　

17,359,532千円17年度

16年度 291,500人　 20.7% 　　　　－　　　　％
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（１７年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円

円

歳 円 円

歳 円 円

円

　　　　②技能労務職

歳 円 円

円

歳 円 円

円

歳 円 円

円

歳 円 円

円

歳 円 円

歳 円 円

円

歳 円

　　　　③教育職　（高等学校教育職）

歳 円 円

円

歳 円 円

歳 円 円

円

　　　　④教育職　（幼稚園教育職）

歳 円 円

円

歳 円 円

歳 円 円

円

（注）１「平均給料月額」とは、１７年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。
      ２「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、調整手当、住居手当、時　　　　　 

うち学校給食員

手当込みのものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。
また、下段は国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含
まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。

団 体

間外勤務手当などの諸手当の額を合計したものである。このうち、上段はこれら全ての諸

類似団体

43.4

国

下関市

平 均 年 齢 平均給料月額

44.7

国 48.1

371,952 397,867

458,905

国 -

316,350

平均給料月額

うち清掃職員

うち用務員

392,343

48.1

335,500

338,400

45.4

358,032

下関市

平均給料月額 平均給与月額

354,800

平　均　年　齢

355,375

47.9

369,290

379,477

340,600

-

474,125

50.1

329,728

類 似

類 似 43.4 404,859

42.8

区 分

団 体

民間事業者平均

団 体

　　　　　　区　　分

区 分

321,700

区 分

下関市

285,008

国

47.5

347,395

平均給与月額

392,310

354,945

425,563

386,413

平 均 年 齢 平均給料月額

382,092

38.9

40.3

42.0

平 均 年 齢

215,707

- -

450,817

（用務員）

平均給料月額

406,000

379,477

423,957

372,869

358,808

332,008

－　　　

380,902

437,736

405,471

--

下関市 43.5 382,000 412,623

387,634

類 似

平均給料月額
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(2) 職員の初任給の状況（１７年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 － －

円 円 － －

円 円 － －

円 円 － －

円 円 － －

円 円 － －

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（１７年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

３　一般行政職の級別職員数等の状況
　 (1) 一般行政職の級別職員数の状況（１７年４月１日現在）

課長補佐・主査

　　　18　　　人

係長・主任

係長・主任

 6　　級

　　124　　　人

部長・理事

課長・主幹

部次長・参事
　　　48　　　人

14.20%

7.90%

　　325　　　人 21.20%

　　218　　　人

1.20%

3.10%

9.40%

8.10%

128,100

143,300

138,800

184,400

148,500138,800

 7　　級

区　　　         分

大　学　卒

高　校　卒

10　　級

部長・理事

課長補佐・主査

 8　　級

教　育　職

高　校　卒

170,700 184,400

大　学　卒

高　校　卒

大　学　卒

中　学　卒

 4　　級

高　校　卒

 5　　級

 9　　級

大　学　卒

高　校　卒

技能労務職

高　校　卒

中　学　卒

区 分
初任給 ２年後の給料

136,000

170,700一般行政職

11　　級

420,680

－

大　学　卒

高　校　卒

高　校　卒

338,757

構成比

－

379,635

－

－

－

区　　分

237,560

　　122　　　人

0.10%

　　144　　　人

職員数

－

大　学　卒

教　育　職

（高等学校）

－

－

281,190

260,900

－

一般行政職

177,400

143,300

下　　　　関　　　　市

191,400

154,300

201,750

281,288

238,556

経 験 年 数 ２ ０ 年経 験 年 数 １ ５ 年

191,100

－

212,400

－

経 験 年 数 １ ０ 年

教　育　職

技能労務職

（幼稚園）

教　育　職

（高等学校）

初任給 ２年後の給料

国

－

－

378,756

　　　　2　　　人

264,030

－

333,645

309,600－

標準的な職務内容

（幼稚園）
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（注）１　下関市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

1年前及び5年前の構成比については、合併前の旧下関市の状況を記載。

(2) 昇給期間短縮の状況
　

 3　　級

　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ／Ａ

主事・技師

2.20%
主事補・技師補

主事・技師

全　職　種

　　　3,511 　　人

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ａ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ

　　415　　　人

　　　　　比　　　　　　　　　　　率

　　　 34　　人

　　　86   　人

区　　　　　　　　　　　　分

27%

職 員 数

　　　　－　　　　人

13.00%

16年度

 2　　級

 1　　級

15年度

普通昇給機関（１２～２４月）を

短縮して昇給した職員数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ａ

短縮して昇給した職員数

　　　　457 　　人普通昇給機関（１２～２４月）を

　　　　－　　　　％

職 員 数

　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ／Ａ

　　　　　比　　　　　　　　　　　率

　　　　－　　　　人

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ

5.60%

９級
3.1%

９級
3.7%

９級
4.4%

１級
2.6%

１級
2.8%

１級
2.2%

２級
8.9%

２級
6.8%

２級
5.6%

３級
36.0%３級

32.1%３級
27.0%

４級
9.3%４級

8.4%４級
14.2%

５級
12.1%

５級
6.7%

５級
7.9%

６級
9.2%６級

23.5%
６級
21.2%

７級
6.4%

７級
6.2%

７級
9.4%

８級
9.2%

８級
8.3%

８級
8.1%

１０級
1.7%

１０級
1.2%

１０級
1.5%

１１級
0.2%

１１級
0.1%

１１級
0.1%
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50%

60%
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平成17年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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４　職員の手当の状況

 (1) 期末手当・勤勉手当

千円　

（17年度支給割合） （17年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

3 月分 1.4 月分 3 月分 1.4 月分

（ 1.6 ） 月分 （ 0.7 ） 月分 （ 1.6 ） 月分 （ 0.7 ） 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・　役職加算　　　５　　～　　２０　％ ・　役職加算　　　５　　～　　２０　％

・　管理職加算　１０　　～　　２５％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

(2) 退職手当（１７年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置　　　定年前早期退職特例 その他の加算措置　　　定年前早期退職特例

措置（２％　～　２０％加算） 措置（２％　～　２０％加算）

（退職時特別昇給　　２号給以内　18年1月廃止　　）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給

　　　された平均額である。

 (3) 調整手当（１７年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

 (4) 特殊勤務手当（１７年４月１日現在）

千円

　円

　％

59.28

59.28

25

33.75

47.50 59.28

42.12

25

2

12

1

55

5

49.2

10

43

59.28 59.28 59.28

2,501

35

市税の賦課・徴収業務

手当の名称

2

下　　　　　　　　　　　関　　　　　　　　　　　市

177,970

2

12

2,525

7

月額　3,000円・6,000円

左記職員に対する支給単価主な支給対象業務

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　　　勧奨・定年

25,988

21.00 21.00

支給職員１人当たり平均支給年額（１６年度決算）

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　      勧奨・定年

東京事務所

合併前下関市区域内

支給対象地域

10

10

10

豊北診療所医師

豊田中央病院長

下関市立中央病院医師

職員全体に占める手当支給職員の割合（１６年度）

10

50,766

支給実績（１６年度決算）

27.30

1,606

47.50

１人当たり平均支給額（16年度） －

支給職員１人当たり平均支給年額（１６年度決算）

支給実績（１６年度決算）

下　　　　　　　　　　　関　　　　　　　　　　　市

42.12

支給率

27.30

国

33.75

支給対象職員数 国の制度（支給率）

国民健康保険事務従事
手当

保険年金課等

主な支給対象職員

税務事務従事手当 納税課・市民税課・資産税課等

豊田中央病医師

手当の種類（手当数）

国

68,582

131,737

月額　3,000円・5,000円
国民健康保険料の賦課・
徴収業務

徴収業務手当 介護保険課・下水道業務課等
介護保険料・下水道使
用料の滞納整理等

日額　290円
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行旅死亡人等を収容し
た場合

1回　2,500円・5,000円行旅病死人等収容手当 社会福祉課等

社会福祉事業従事手当 社会福祉課等
福祉事務所に勤務し、指
導・監督を行う場合

月額　10,000円・　日額　290円

こども課　（保育士） 保育士の業務をした場合 月額　給料月額の4%

清掃従事手当 環境部に勤務する職員
じん介・し尿等の収集作
業等に従事した者

月額　5,000円～30,000円
日額　350円～1,010円

保育業務手当

終末処理業務手当 下水道管理事務所
水質検査等に従事する
者

月額　4,500円・5,500円
日額　930円

集落排水施設業務手当 菊川総合支所農林課
集落排水施設の汚水処
理業務に従事する者

月額　3,000円

乗船手当 港湾局総務課（船員） 船員法の適用を受ける者 日額　300円

有害薬物取扱手当 観光施設課園芸センター
害虫防除のため薬物等
を散布作業をした者

日額　290円

高深所作業手当 建築課等
地上10m又は地下5m以
上の場所で調査等をした
とき

日額　220円・320円

埋蔵文化財調査従事手当文化財保護課
発掘現場において、著し
く危険な業務をしたとき

日額　220円

地籍調査業務手当 総合支所総務課（管財担当）
山林区域の業務に従事
した者

日額　400円

死亡獣畜処理手当 総合支所農林課等 死亡獣畜を処理した者 1体　1,000円

大学院研究科担当手当 市立大学教員
大学院研究科を担当す
る者

月額　10,000円～30,000円

東京事務所勤務手当 東京事務所 東京事務所に勤務する者月額　給料月額の10%

変則勤務手当
情報政策課・市立大学図書館・市
民サービス課・下関中央病院調理
員

正規の勤務時間及び週
休日が著しく不規則な者

月額　1,500円～5,000円
日額　500円

競艇特別業務従事手当 競艇場 年末年始に勤務した者 日額　3,000円～7,000円

保健指導手当
保健予防課等
（保健師・看護師等）

結核患者等の指導のた
め家庭訪問をしたとき

日額　290円

精神保健福祉相談従事
手当

保健予防課等
（精神保健福祉相談員等）

精神障害者等を訪問し
て指導を行ったとき

日額　290円

医師等研究手当
下関中央病院・保健所　（医師・薬
剤師）　豊田中央病院（医師）

医師や薬剤師に支給 月額　500円～50,000円

医師診療手当 下関中央病院（医師） 医師に支給 月額　30,000円・50,000円

医師調整手当
下関中央病院・保健所・神玉診療
所・角島診療所　（医師）

医師に支給 月額　100,000円・200,000円

医師緊急処置手当
下関中央病院・豊田中央病院
（医師）

正規の勤務時間外に緊
急処置をしたとき

1時間　3,500円

看護業務手当
下関中央病院・豊田中央病院
（看護師等）

看護師・助産士等の職務
に従事する者

月額　10,000円

夜間看護等手当
下関中央病院・豊田中央病院
（看護師等）

交替制勤務により深夜に
看護業務等に従事したと
き

1勤務　2,000円～3,300円

感染症病床等従事手当
下関中央病院・豊田中央病院・保
健所　（看護師等）

感染症病床及び結核検
診の業務に従事した者

日額　290円

死体解剖介助手当
下関中央病院・豊田中央病院
（臨床検査技師等）

死体解剖介助業務に従
事した者

1体　2,500円

放射線取扱手当
下関中央病院・豊田中央病院・保
健所　（診療放射線技師等）

エックス線等の照射作業
に従事する者

月額　5,500円　日額　230円

感染症予防手当
下関中央病院・豊田中央病院
（臨床検査技師等）

感染症の患者の面接、
感染症の病原対の駆除
等をした者

1回　290円・500円

病理細菌等検査手当
下関中央病院・豊田中央病院・保
健所・試験検査課

病理細菌等の検査に従
事する者

月額　5,500円
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 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

(6) その他の手当（１７年４月１日現在）

円

円

円

円

円

国は交通用
具　2,000～
24,500円

千円

手　当　名

千円 63,598

異なる内容

－

－

706,599支給実績（１６年度決算）

交通機関　55,000円まで
交通用具1,000～40,300
円

課長級以上の職員に支
給　一人当り48,000～
103,572円

内容及び支給単価
国の制度
との異同

通勤手当

管理職手当

休日勤務手当

同じ
扶養者に支給　一人当り
5,000～13,500円

支給職員１人当たり

主任等で職務が困難な
者

日額　200円

305

日額　50円

火葬従事手当 保健所総務課（斎場勤務） 火葬に従事した者 日額　450円

給食調理従事手当
旧下関市の学校給食調理場・各学
校・保育園等　（給食調理員等）

野犬捕獲業務従事手当 保健所総務課

159,651

国は課長補
佐級以上に
支給（要件
あり）給料の
8～25％

279,717

国は持家
2,500円（5
年間限定）

211,351

千円

千円

千円

118,011

81,445

107,791

61,523

165,037

306,239

（１６年度決算）
国の制度と 支給実績

平均支給年額
（１６年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（１６年度決算）

教育業務連絡指導手当 高校教諭

休日等に勤務した場合に
支給

扶養手当

異なる

異なる

異なる

同じ

霊きゅう車乗務手当 総務部管財課（車両係勤務）

借家　1,000～27,000円
持家　3,000円

支給職員１人当たり平均支給年額（１５年度決算）

支給実績（１５年度決算）

住居手当

霊きゅう車に乗務した者 乗務1回　400円

教員特殊業務手当 高校教諭・幼稚園教諭

看護助手手当 豊田中央病院　（看護補助士等）
看護師等の職務を補助
する者

月額　2,000円

修学旅行の引率や、災
害等の業務を行った者

給食調理業務に従事し
た者

火災出動手当 消防局
火災の出勤指令により出
勤した者

1回　520円・700円

1勤務　700円

救急出動手当 消防局
救急の出勤指令により出
勤した者

出勤1回　330円・520円

危険物タンク高所検査手当消防局

夜間特殊業務手当 消防局

はしご自動車搭乗員手当 消防局

救急救命士手当

屋外危険タンク等を検査
したとき

日額　200円

交替制勤務により深夜に
通信業務等に従事したと
き

1勤務　410円～980円

はしご自動車を操作する者月額　4,000円

日額　900円～3,200円

野犬の捕獲業務をした者 日額　500円

消防局
資格を有する者が、救急
業務に従事したとき
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円

円

円

５　特別職の報酬等の状況（１７年４月１日現在）

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円

円

円

円

月分

月分

６　職員数の状況

　(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

1,736

民生 348 366 18

土木 243 234 △ 9

商工 43 45 2

農林水産 138 149 11

1,272

2 0 〃

税務 143 140 △ 3

労働 2

千円 2,205

807,500

（参考）類似団体における最高／最低額

894,4001,140,000

単身赴任手当 5,721

〃

千円

765,600

245,000720,000

702,000

〃

〃

総務

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

収 入 役

19

  731,500×在職月数×0.3

416 405

△ 3

対前年
増減数

一
般
行
政
部
門

衛生 381 377

小　計 1,737

190,000

245,000

　　（１７年度支給割合）市 区 町 村 長

市 区 町 村 長

　　（１７年度支給割合）

　　（算定方式）

1,035,500×在職月数×0.6

770,000 589,500

助 役

副 議 長

議 員

675,000

4.4

3

期
末
手
当

退
職
手
当

議 長

〃  （旧豊北町）

収 入 役

議 長

報
酬

副 議 長

〃  （旧菊川町）

助 役

921,500

異動により単身生活となっ
た場合に支給（距離制限
あり）　23,000～68,000円

宿日直勤務をした場合に
支給1回当り　5,400～
20,000円

同じ

異なる

6,632

840,750

国は1回当
り　4,200～
21,000円

給
料

1,035,500

731,500

市 区 町 村 長

助 役

収 入 役

3,301

区 分 給 料 月 額 等

千円 2,556
管理職員特別勤務

手当

管理職が週休日等に勤
務した場合に支給（支給
用件あり）一人当り　6,000
～18,000円

同じ

宿日直手当

議会 22

平成16年

△ 11 〃

△ 4 〃

1

〃

〃

１市４町合併のため

主 な 増 減 理 由
平成17年

　（支給時期）

任期毎（17年6月に左のように改正）

任期毎（17年6月に左のように改正）

  840,750×在職月数×0.45

職 員 数

任期毎（17年6月に左のように改正）

議員（旧下関市） 565,000 308,200670,000

〃  （旧豊田町） 190,000

200,000

〃  （旧豊浦町） 208,000
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（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

(2) 年齢別職員構成の状況（１７年４月１日現在）

　

(3) 定員適正化計画の数値目標及び進捗状況

　①　定員適正化目標（数・率）

873

消防 317

小　計

〃

人 人

平 成 17 年 4 月 1 日 平 成 22 年 4 月 1 日 5%

計画期間

数値目標

職員数

始　期 終　期

44712

人 人 人

354 263 39356 350 364 397

55歳43歳 47歳 51歳

120 328 462

23歳 27歳 31歳 59歳 以上

人 人 人 人 人 人 人

39歳

〜 〜 〜 〜

56歳 60歳44歳 48歳

〜 〜

52歳

〜

20歳 20歳 24歳 28歳

〜

合　　計
3,517

40歳

区　分

32歳 36歳

35歳

〜 〜

未満

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　　 門

病院

その他 172

473

小　計 908

水道 180

下水道

539教育 556特
別
行
政
部
門

人

3,492

計

[      3,793     ］

479 6

896 △ 12

[      3,793     ］ [    0    ］

83 77 △ 6

△ 17 １市４町合併のため

859

182 2

△ 14

１市４町合併のため

320 3 〃

3,492 △ 25 １市４町合併のため

〃

158 △ 14 〃

0

2

4

6

8

10

12

14

構成比

５年前の構成
比

%
（例）
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 ②　平成２２年４月１日現在における定員の数値目標

③　定員適正化計画の年次別進捗状況（実績）の概要

（各年４月１日現在）

（注）１　計画期間は、18年～22年の5年間である。

      ２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。

（参考） （各年４月１日現在）

７　公営企業職員の状況

　(1)　水道事業・工業用水道事業

  　① 職員給与費の状況

     ア　決算

※　　１－（１）人件費の状況（普通会計決算）と同基準により算出している。

める職員給与費比率

△ 114

（参考）

　　　　（　　％）

職員数

15年度の総費用に占

　　　　－　　　　％1,338,420 13.74%　－    千円9,742,066

職員給与費比率

　　　　　　Ｂ／ＡＡ  Ｂ　

質収支

16年度

区分 純損益又は実 総費用に占める総費用 職員給与費

千円千円

1,657

差 引

職員数 1,771

増 員

876

計

減 員

896

　　　　（　　％） △ 20

公営企業
等  会  計

減 員

増 員

差 引

781

　　　　（　　％） △ 94

増 員

　　　　（　　％） △ 62

1,737 1,675

　　　　　　　　　区　　分

部　　門

17　　年 18　　年 19　　年 20　　年 18年～22年 （参考）

3　年　目 　　計

17　　年 18　　年 19　　年 20　　年

数値目標

18年～22年

計画前年

一般行政

減 員

増 員

差 引

職員数

１　年　目 2　年　目

職員数 875

（参考）

数値目標

計画前年 １　年　目 2　年　目 3　年　目 　　計

差 引

　　　　　　　　　区　　分

部　　門

平成17年4月1日現在　3,508人を、平成22年4月1日までに　3,332人（△176人
減）にする。

特別行政

減 員
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イ　予算

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　給与費は当初予算に計上された額である。

ウ　 特記事項

・ア　決算　職員給与費には法定福利費及び退職給与金を含み、非適簡易水道事業（９名）を除く。

・平成17年2月13日合併（平成16年度）のため、合併前の数字については省略している。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（１７年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

 ③ 職員の手当の状況

 ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（17年度支給割合） （17年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

3 月分 1.4 月分 3 月分 1.4 月分

（ 1.6 ） 月分 （ 0.7 ） 月分 （ 1.6 ） 月分 （ 0.7 ） 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・　役職加算　　　５　　～　　２０　％ ・　役職加算　　　５　　～　　２０　％

イ　退職手当（１７年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　      勧奨・定年

水道事業　（一般行政職・団体平均等）

１人当たり平均支給額（16年度）

375,763

309,546

1,478 1,768

21.00 27.30

59.28

967,258事 業 者 62.6

団 体 平 均 44.1

499,869

577,861

47.50 59.28 47.50

下　　　　　　　　　　　関　　　　　　　　　　　市

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　　　勧奨・定年

33.75 42.12

21.00 27.30

33.75 42.12

１人当たり平均支給額（16年度）

　　　　　　　　Ｂ／Ａ　　　　　　　計　　　　　Ｂ

給 与 費

1,160,023千円174,875千円

期末・勤勉手当

284,500千円

　　　　　　Ａ 職員手当

186

基本給

水道事業　（一般行政職・団体平均等）下　　　　　　　　　　　関　　　　　　　　　　　市

下 関 市 37.0

6,237千円

平均月収額　　　　　　区　　分 平　均　年　齢

17年度

給　 料

700,648千円

区分 職員数 一人当たり給与費
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最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置　　　定年前早期退職特例 その他の加算措置　　　定年前早期退職特例

措置（２％　～　２０％加算） 措置（２％　～　２０％加算）

（退職時特別昇給　　２号給以内　18年1月廃止　　） （退職時特別昇給　　２号給以内　18年1月廃止　　）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給

　　　された平均額である。

ウ　調整手当（１７年４月１日現在）

千円

   円

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（１７年４月１日現在）

千円

　円

　％

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

日額　3,000円・5,000円

日額　3,600円・7,200円

浄水課

夜間漏水防止工事手当

月額　10,000円

年末年始出勤手当 水道局

検針及び検針指導をし
た者

月額　5,200円

浄水・原水の水質検査・
研究をする者

月額　5,500円

正規の勤務時間が、深
夜に行われる業務に従
事する者

1回当り　2,000円

管理職を除く水道事業に
従事する者

年末年始に勤務を命じら
れた者

水質検査手当

59.28

企業手当 水道局

支給職員１人当たり平均支給年額（１５年度決算） －

支給職員１人当たり平均支給年額（１６年度決算） 192

支給実績（１５年度決算） －

35,484

検針手当 営業課

給水課

災害地派遣手当 水道局
災害地に派遣を命じら
れ、復旧作業に従事する
者

水道局

滞納整理手当 営業課

支給実績（１６年度決算）

59.28 59.28

一般行政職の制度（支給率）

76,373

19,586

支給対象地域 支給率 支給対象職員数

水道料金の滞納整理等
をした者

34,509

職員全体に占める手当支給職員の割合（16年度） 91.0

交替勤務手当 浄水課
浄・配水施設の操作運転
業務に従事する者

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務

2,501 25,998

2

支給職員１人当たり平均支給年額（16年度決算）

支給実績（16年度決算）

59.28

－

12,602

合併前下関市区域内 2 165

手当の種類（手当数） 9

主に現場において作業
に従事する者

220,092

左記職員に対する支給単価

月額　5,200円

月額　8,200円

支給職員１人当たり平均支給年額（16年度決算）

月額　8,200円

作業従事手当

支給実績（16年度決算）
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カ　その他の手当（１７年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

④ 定員適正化計画の数値目標及び進捗状況

　ア　定員適正化目標（数・率）

イ　平成２２年４月１日現在における定員の数値目標

ウ　定員適正化計画の年次別進捗状況（実績）の概要
     →6(3)③の参考を参照

305,787

783,906

6,142 千円

管理職手当
課長級以上の職員に支
給　一人当り48,000～
77,000円

異なる

通勤手当
交通機関　55,000円まで
交通用具1,000～36,300
円

異なる

夜間勤務手当
正規の勤務時間が、夜間
になった場合に支給

同じ

休日勤務手当
休日等に勤務した場合に
支給

同じ 490 千円 136,563

国は課長補
佐級以上に
支給（要件
あり）給料の
8～25％

11,759 千円

163,460

国は交通用
具　2,000～
24,500円

17,994 千円 118,441

18,526 千円住居手当
借家　1,000～27,000円
持家　3,000円

異なる
国は持家
2,500円（5
年間限定）

24,891 千円 294,568扶養手当
扶養者に支給
一人当　5,000～13,500円

同じ

支給実績国の制度と

（16年度決算）

国の制度 支給職員１人当たり
手　当　名 内容及び支給単価 との異同 異なる内容 （16年度決算） 平均支給年額

平成17年4月1日現在　185人を（管理者除く）、平成22年4月1日までに　175人
（△10人減）にする。　　（5.4％減）

計画期間

数値目標
始　期 終　期

平 成 17 年 4 月 1 日 平 成 22 年 4 月 1 日 5%
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